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1．工業教育の変化

　今から 15 年程以前の工業高校は，教科書の
内容を教え，実習においては基礎的な要素作業
を教えることが教員の仕事で，一方，社会では
卒業生に企業として必要な資格や技能を教え，
職業人としての資質・能力を育成する役割を担
っていた。
　しかし，産業の国際化とともに，社会が職業
人を育成することから即戦力人材を求める風潮
が強まり，例えば，自動車整備士は，機械科卒
業生であれば採用されたものが 3級整備士でな
ければと変わり，さらに 2級整備士でなければ
就職ができなくなった。2級整備士の資格は高
校で取得できないことから自動車整備士として
の工業高校からの採用はほとんど無くなる時代
に変化した。
　工業校長会は，このような社会変化を捉え，
工業高校生の社会への円滑な移行をなしえるた
め，工業教育理念検討・推進委員会を設置し，
具体的にものづくりができ，社会で必要な資格
を取得することを奨励し，工業教育をより実践
的・実務的な教育機関として変化すべく，全国
の工業高校の教育の具体的な目標を設定するこ
とにした。委員会は，「高校生ものづくりコン
テスト」，「ジュニアマイスター顕彰」を施策と
して立ち上げた。
　これに呼応して全国の会員校の校長・学校経

営方針には，「ものづくり教育の充実」，「資格
取得指導の充実」等の方針が明記されるように
なり，各地区校長会主催事業の活性化，工業系
競技会・コンテスト等へのチャレンジが多くな
った。本協会の企画したことが，地域の状況お
よび各学校の状況に応じて広く工業教育の活性
化に寄与したものと考えている。

2．工業教育の現状

⑴　高校教育に求められるもの
　平成 25 年 1 月中央教育審議会・高校部会の
中間答申において「高校の質の保証」が論点に
なり，「高校教育を通じて身に付けさせるもの」
が示された。図 1は高等学校で身に付けさせる
資質・能力イメージ図である。
　これに基づく「確かな学力」・質の保証とし
て「基礎学力テスト」等が議論され，本協会関
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連では答申に「ジュニアマイスター顕彰」，検
定試験や標準テストが評価要素の例として記載
されるに至った。
⑵　工業高校の進路と状況
　図 2は本協会が調査した卒業生に対する就職
者の割合（％）を示したものである。平成 14
年まで継続して進学者が増えてきた状況から，
この十数年は就職する生徒の割合が増えている
ことがわかる。
　この傾向は工業高校においては進学志向一辺
倒であったことからの転換を意味している。ま
た，就職希望者の内，地域に就職する生徒の割
合は本協会研究所調査図 3に示される。地域に
就職する生徒の割合は継続的に 75％程度で，
工業高校卒業生が地域を支える人材として活躍
していることがわかる。
　また，キャリア教育の観点から見ると，工業
高校生の 3年後の離職率は，大学生より低く，
高校生全体の 1／ 3程度である。図 4に高校生
の 3年間離職率を示す。工業高校生就職者が，

高卒就職者全体の 30％程度であることを考え
れば，工業高校を除いた高卒者の 3年後離職率
は今も 50％程度になる。また，工業高校生の
離職後の本協会調査進路調査の結果では，離職
者の半数が就職，1／ 4が専門学校や大学への
進学になっている。大学生や普通科卒業生のニ
ート，フリーターの社会問題とは大きな違いが
あり，工業高校における若年者からの技術教育
の有意性が際立っている。
　このことは，社会から望まれる人材として評
価されていることに他ならない。図 5は，本協
会から近い工業高校の就職希望者数と企業のこ

図2　卒業生に対する就職者の割合
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図 4　高校生の3年間離職率
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こ数年の求人数を示したものである。
⑶　本協会の事業
　「競い」「培い」「高め」「極め」「育てる」をキャ
ッチフレーズに多様な事業を展開している。「企
業が育てる」時代から「学校で育む」時代への
変化で，ものづくりコンテストやジュニアマイ
スター顕彰を実施して工業教育の質の転換を目
指した。現在では，多くの生徒がものづくりコ
ンテスト，資格取得学習，センサー技術を応用
したロボット相撲・ロボットアメリカンフット
ボールおよびマイコンカーラリー，課題研究の
発表の場としての技術アイデアコンテスト，自
らの能力を判断する各種検定，標準テスト，将
来を見据えた人工衛星製作などにチャレンジし
ている。また，先生方の学習の場としての「夏
季講習会」・「指導者養成講習会」等々の事業を
実施している。また，その他に，様々な競技会
やコンテストの後援を行って，生徒の学習の場
を推奨している。
　その他，付属研究所においては，工業高校の
状況を把握し将来に向けての課題分析や施策提
言をするための調査・研究を行っている。本協
会事業および研究調査の結果は，随時，本協会
ホームページに公表しているので，参考に願い
たい。　URL　http://www.zenkoukyo.or.jp/

3．工業高校に求められること

　社会への円滑な移行，地域を支える人材育成
など，工業高校は時代に先がけ多様な教育活動
を実践してきた。地域連携や課題研究，資格取
得，各種競技会への参加等々，各学校の状況に
応じて工夫しているところである。一方，中学
生から望まれる学校づくり・情報発信，社会か
ら信頼される学校，大学進学にも対応できる教
育課程編成など多くの課題がある。
⑴　「質の保証」の背景
　図 1に，高校で育成されるべき「コアの要素
を含む資質・能力概念」が示されているが「社

会・職業への円滑な移行に必要な力」が中心に
大きく記述されている。工業高校においては，
離職率や就職内定率から，円滑なる移行が進ん
でいることと解せるが，高校生全体から見ると
大きな課題となる。また，コアの要素の中には，
すべての高校生が図 1の Aで示される学習に
ついては，高校教育の「質の保証」として論じ
られることにつながり，文部科学省から基礎学
力テスト導入の実施計画が発表されている。た
だ，授業時間の 30 ～ 40％が工業科目である工
業高校生にとっては，共通科目だけで構成され
る基礎学力テストが，工業高校生の質の保証に
なっているかどうかは，大いに疑問が残るとこ
ろである。専門高校生にとっての「質の保証」
については，本協会が実施している検定や標準
テスト，資格顕彰制度であるジュニアマイスタ
ー等を考慮した多面的評価が，文部科学省の
様々な答申の中で記載されている。しかし，本
協会として工業高校の生徒の能力評価の妥当性
の検証に取り組んではいない。何が「質」の保
証になるか，工業高校生の「資質や能力」を本
協会として検証し，事業に結びつける必要があ
る。
　このことを背景に，平成 26 年から文部科学
省委託事業「工業高校生の専門的職業人として
必要な資質・能力の評価手法の調査研究」を行
うこととなった。
⑵　資質・能力の評価手法の調査研究
①　学習意識調査
　工業高校には，「授業」，「部活動・生徒会活動」
以外にも，多くの学びの場を生徒に提供してい
る。この研究を進めるにあたり，3学年生徒の
アンケートを実施した。工業高校生の特徴は，
自我同一性：「社会性の確立度」は 82％で普通
科の 66％より高く，「学校で何をして良いかわ
からない：途上型」も 5～ 9％で，普通科進学
校 19％より低い。
学習動機：工業高校生は，「実用志向」，「充実
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志向」が高く，普通科の「報酬志向」に比べて
学習内容を仕事や生活に活かす傾向がある。
「気づき」：勉強の発端となることについて，多
くの生徒が「きっかけが有った」と回答してい
るが先生方は意識していないという結果となっ
た。
　このことから，この研究は顕在化していない
（先生方が意識していない）授業法や声掛けを
顕在化させる作業であるとの認識で研究を始め
た。現在では，全国 10 校（全工協会校長会 7
ブロック）の学校が研究校になっており，3月
には研究が終了した。
②　研究のねらい
　実践的な教育活動を通じて習得させる工業高
校生の資質・能力とはなにかを具体的に定義し，
その資質・能力の向上を図るための指導方法や
評価手法を開発することを狙いとする。評価手
法の開発にあたっては，多様性のある工業高校
の現状に即するために，10 校の研究実践校それ
ぞれにおいて研究テーマを設定し，実習・特別
活動を通じて，教員の暗黙知であった評価基準
を言語化していきながら，ルーブリック等の作
成を進めた。また，その評価手法に関しては他
校への普及が可能な汎用性を重点において調査
研究を行った。
③　取組内容
　研究実践校が自校の生徒に身に付けさせたい
資質・能力の規定と，育成のための指導方法と
評価方法についての研究を行うため，資質・能
力を独自に規定することは難易度が高いと考え，
経済産業省「社会人基礎力」の 3要素 12 能力
を活用することとした。なお，この調査では工
業高校生は ｢考え抜く力 ｣が弱いという結果が
出ているため，この力に関しては 10 校共通し
て育成項目と考えた。図 6に社会人基礎力の概
念図を示す。
　研究を進めるにあたり多様性を活かしながら
も，汎用性と実践校間での情報共有という観点

から 10 校を「①専門科目の指導に関する評価
手法の研究（3校）」「②実習・課題研究の指導
方法に関する評価手法の研究（4校）」「③地域
と連携した工業教育に関する評価手法の研究（3
校）」の 3カテゴリーに分類した。
　評価方法はパフォーマンス評価を前提とし，
評価指標となるルーブリックの作成に取り組ん
だ。工業高校の専門科目では，経験に裏打ちさ
れた教員の暗黙知や経験値が評価指標になる傾
向が強い。ルーブリックの作成は，その暗黙知
の「言語化」であり，かつ，それは「生徒の資
質・能力の育成に資する指導方法を教員間で共
有する」ことにつながると考えた。
　各実践校では実践研究を行い，10 校の研究報
告書が作成された。研究報告書の作成にあたり，
当研究後半の指導教官である筑波大学藤田教授
のアドバイスを反映して，雛型内には「研究仮
説」という大項目内に「課題の設定」という中
項目を設定，今年度の各実践校での研究課題が
「生徒・学校の課題」のみならず「地域社会の
課題」に拠るものでもあることを記載するよう
にした。その結果として，各実践校が報告書を
作成する過程において，今年度の研究・実践と，
自校が地域で果たすべき役割を結び付けること
ができた。
　なお，国際標準指標についてはインターネッ
トを活用して情報収集を継続して行っている。
⑶　実践研究の成果
　研究実践校10校全てでルーブリックを作成，

図6　経済産業省社会人基礎力より
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パフォーマンス評価を実践できた。工業高校で
は，パフォーマンス評価的な評価方法を従前か
ら行ってきていたが，ルーブリックという共通
の指標を教員間で共有することにより評価のブ
レ，そして生徒一人一人の習熟度に応じた指導
を行うことができるようになった。
　また，生徒と教師がルーブリックを共有する
だけではなく，多くの研究実践校では生徒自身
に自己評価カード等の名称で振り返りを兼ねた
自己評価をさせたことで，自身の到達度を的確
に理解することにつながった。このことは教員
から生徒への声掛け指導が，より効果的になる
という成果にもつながった。加えて生徒が自ら
の力の不足を認識することにより，「それ以降
の学習に対して意欲的に，目的意識を持って取
り組む姿勢にもつながっている」という声が多
くの実践校から寄せられている。また，学習意
欲が向上した結果，各実践校では技能検定に挑
戦する生徒が増加した。本研究は検定に挑戦す
る生徒を増やすことが目的ではないが，このこ
とにより実践校が身に付けさせたい資質・能力
の育成につながったと言える。
⑷　現在の取組
　本協会と研究実践校の連携をより強めながら，
ルーブリックを用いたパフォーマンス評価の研
究を深化させ，今年度からの改訂ポイントとし
ては「育成したい資質・能力を各校で規定して
いく際に“基礎的・汎用的能力”を構成する 4
つの能力を参照」「各校の地域性を考慮した資
質・能力の規定」「研究対象となる生徒数の増加，
もしくは領域の拡大」「ルーブリックと教員の指
導方法・内容との関連性の明確化」の 4点とし
た。4点の中で最も重視したいのは「ルーブリ
ックと教員の指導方法・内容との関連性の明確
化」である。研究前半は，ルーブリックを作る
ことが研究の主目的になる傾向があった。しか
し，ルーブリックを作成して教員，生徒間で共
有すれば，自動的に生徒に身に付けさせたい資

質・能力が定着，伸長するものではない。声掛
け指導の効果アップが示しているように，「ル
ーブリックを活用したパフォーマンス評価の過
程で，教師の介在（指導）が必要不可欠」とい
う認識を強く持ち研究を進めていく。それが，
さらなる暗黙知の言語化，明確化につながるよ
うに研究を進めた。研究成果は本協会・会員校
に配布するとともにホームページで公開する。
　キャリア教育に係わる評価としては，4つの
項目に分類される。社会人基礎力との相関表も
キャリア教育関連の資料等に明示されているこ
とから，キャリア教育 4つの観点での評価も考
慮する必要がある。
　この研究は，今まで教員の主観で評価されて
いたことを，学校の状況や地域に必要な伸張す
べき能力としてルーブリック作成を通して教員
相互が理解し組織的に評価する手法である。到
達度を生徒に公表し，それを目的に学習する学
習評価手法に工業高校全校で取り組んでいただ
きたいものである。教員の経験的な評価から各
学校における妥当性のある評価への転換がなさ
れ，学習の成果に妥当性を与えるものになると
考える。今後，文科省の調査研究後も工業高校
生の能力評価の研究を継続することとしている。

4．全工協会のこれからの課題

⑴　少子化について
　教育を考えるには，少子化は避けて通れない。
図 7は現在の小中学生の在籍数から将来の 18
歳人口を図にしたものである。大学教育の充実
を通して高度な技術者の育成を図ることは重要
だが，その前にものづくりができる生徒の育成
がなされなければならない。昭和 40 年代には
工業高校は高校生の 18％を占めていたが，平
成 27 年度には 7.8％に減少している。実際には
少子化が進んでいるので，生徒数の減少は非常
に大きい。本協会には多くの産業団体から生徒
募集について訪問がある。建設業，運輸業，機
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た。現在では，全国 10 校（全工協会校長会 7
ブロック）の学校が研究校になっており，3月
には研究が終了した。
②　研究のねらい
　実践的な教育活動を通じて習得させる工業高
校生の資質・能力とはなにかを具体的に定義し，
その資質・能力の向上を図るための指導方法や
評価手法を開発することを狙いとする。評価手
法の開発にあたっては，多様性のある工業高校
の現状に即するために，10 校の研究実践校それ
ぞれにおいて研究テーマを設定し，実習・特別
活動を通じて，教員の暗黙知であった評価基準
を言語化していきながら，ルーブリック等の作
成を進めた。また，その評価手法に関しては他
校への普及が可能な汎用性を重点において調査
研究を行った。
③　取組内容
　研究実践校が自校の生徒に身に付けさせたい
資質・能力の規定と，育成のための指導方法と
評価方法についての研究を行うため，資質・能
力を独自に規定することは難易度が高いと考え，
経済産業省「社会人基礎力」の 3要素 12 能力
を活用することとした。なお，この調査では工
業高校生は ｢考え抜く力 ｣が弱いという結果が
出ているため，この力に関しては 10 校共通し
て育成項目と考えた。図 6に社会人基礎力の概
念図を示す。
　研究を進めるにあたり多様性を活かしながら
も，汎用性と実践校間での情報共有という観点

から 10 校を「①専門科目の指導に関する評価
手法の研究（3校）」「②実習・課題研究の指導
方法に関する評価手法の研究（4校）」「③地域
と連携した工業教育に関する評価手法の研究（3
校）」の 3カテゴリーに分類した。
　評価方法はパフォーマンス評価を前提とし，
評価指標となるルーブリックの作成に取り組ん
だ。工業高校の専門科目では，経験に裏打ちさ
れた教員の暗黙知や経験値が評価指標になる傾
向が強い。ルーブリックの作成は，その暗黙知
の「言語化」であり，かつ，それは「生徒の資
質・能力の育成に資する指導方法を教員間で共
有する」ことにつながると考えた。
　各実践校では実践研究を行い，10 校の研究報
告書が作成された。研究報告書の作成にあたり，
当研究後半の指導教官である筑波大学藤田教授
のアドバイスを反映して，雛型内には「研究仮
説」という大項目内に「課題の設定」という中
項目を設定，今年度の各実践校での研究課題が
「生徒・学校の課題」のみならず「地域社会の
課題」に拠るものでもあることを記載するよう
にした。その結果として，各実践校が報告書を
作成する過程において，今年度の研究・実践と，
自校が地域で果たすべき役割を結び付けること
ができた。
　なお，国際標準指標についてはインターネッ
トを活用して情報収集を継続して行っている。
⑶　実践研究の成果
　研究実践校10校全てでルーブリックを作成，

図6　経済産業省社会人基礎力より
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械工等での技能職種の人員不足は喫緊の問題で
ある。技能を持った者が道路，ガス，水道，橋
や自動車整備等々の社会基盤を支えているが，
大学を卒業した者が旋盤や溶接作業等の現場で
社会基盤を支える仕事に従事するとは思えない。
　図 3で示したように 75％程度の就職者が地
域で地域創生の基盤を支えることを抜きに地域
活性化はなし得ない。少子化の中においても若
年技能者の人数を減らすことなく，地域の活性
化を期待したい。不均衡な国土の発展は，防が
なければならない。地域創生・国土の均衡ある
発展の人材を育てる工業高校を減らしてはなら
ない。
　全工協会にとって会員の減少は，各種競技会
等の活動費の減少につながる。事業全部を今ま
で通りに行うことができない財務状況が予想さ
れることから，大学入試 18 年問題と同様に事
業改革を考慮する時期が近づいている。
⑵　産業教育設備費
　平成 17 年（2005 年）・小泉改革において産
業振興予算は各都道府県に一般財源として移管
された。その前後の産業教育振興費施設・設備
の整備費（単位 100 万円）を図 8に示す。また，
この金額に都道府県の補助金が 2倍程度である
ことから実際には，図に示される金額の 3倍の
金額になる。本協会が 26 年度，各都道府県工
業高校代表校長に調査した実習設備費の実績は
19 億 3 千万円である。施設・設備と設備の比
較で単純に論じられないが，現行の教育課程の
指導も困難になるレベルである。地方自治体の

財政的な疲弊から教育予算まで手が回らない実
態が明らかである。専門高校 8学科全体での行
動が必要になっている。
⑶　今後に向けて
　昨年より本協会事業の全面的な見直しを行っ
ている。今後，改善案が決まり次第，周知期間
を設けて実施する。
　教育再生会議の提言等，矢継ぎ早に教育改革
が進んでいる。本協会も設立百周年を控えなが
らも早急な改革が求められ，全国の工業高校の
変革や授業改善やその為の施策を考え，実行す
る使命を果たさなければならない。工業高校生
のサポーターとして，今後もその役割を果たし
たいと思う。
①　「人材は工業高校に有り」・情報発信
②　標準テストから達成度テストへの転換
③ 　連携事業：ポリテクセンター等，他のもの
づくり教育機関連携
など，具体的に動き始めている。是非，全国の
先生方の建設的な提言をお願いしたい。
瀧上文雄事務局長は本年 2月に急逝されました。ご冥福をお祈りい

たします。（編集部）

図7　将来の18歳人口の予測

図8　産業教育振興費施設・設備の整備費（単位100万円）

（日本工業教育経営研究会・平成19年資料より）
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